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地域イノベーション研究会中間とりまとめ案について 

 

平成 20 年 3 月 27 日 

地域経済産業Ｇ 

地 域 技 術 課 

 

１．背景 
 

（１） 昨年１１月の総合科学技術会議にて、総理より「科学技術による地域活性化戦

略」の春までの策定の指示あり。 

 

（２） この状況を受け、経産省としても、今後の地域イノベーション支援策のあり方を

検討するため、「地域イノベーション研究会」（地域経済産業審議官の私的研究

会）を設置し、これまで３回の会合を開催。 

 

（３） 研究会でとりまとめられた施策は、総合科学技術会議における地域科学技術

戦略や経済財政改革の基本方針（骨太方針）等への反映と、２１年度新政策の展

開を予定。 

 

座長  ： 古川勇二 東京農工大学大学院教授 

副座長： 原山優子 東北大学大学院教授（前総合科学技術会議議員） 

（産学官の２０名により、研究会を構成） 

 

２．検討状況及び今後の予定 

  第１回（１月１０日） 地域イノベーションに係る課題整理 等 

  第２回（２月５日）  委員からの提案に基づく課題検討 等  

  第３回（２月２７日） 中間とりまとめ骨子案 

  第４回（３月２４日） 中間とりまとめ案検討 

  第５回（４～５月頃予定） 最終とりまとめ 

 

３．中間とりまとめ案のポイント  ～ 「（仮称）地域発イノベーション加速プラン」 

産学官連携ネットワークの一層の充実、既存組織の垣根を越えた研究開発資源

（研究試験設備、人材等）の利用促進・オープン化及び、もてる潜在力の最大活用と

結集により、地域発イノベーションを加速し、地域経済を活性化 

【連   携】  産学官連携ネットワークの一層の充実 

【オープン】  研究開発資源の利用開放 

【集    中】  潜在力の結集・最大活用 



地域イノベーション研究会 委員等名簿 

（◎座長、○副座長） 

＜委員＞ 
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（社団法人鹿児島県工業倶楽部会長） 
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